





The Present Situation of the Industrial Development in Vietnam and
the Role of Japanese Companies
SEKISHITA, Minoru
Vietnamese people struggled for their national independence against foreign imperial invaders for 
a long time and attained at last a national independence under the only one nation state system in 
1975. In spite of their national independence, Vietnam did not succeed in their industrial development 
after the political independence and the national unity for a long time. The government of Vietnam 
started for their economic development plan, named Doimoi, in 1986 and introduced foreign capital 
and its technology for helping their industrial development and economic prosperity in the open 
economic system. Many Japanese companies are playing actively in Vietnam in many industrial and 
commercial areas and are acting increasingly important roles in Vietnam. But Vietnamese economies 
have many problems in industrial development and in getting foreign exchange in the balance of 
payment. At first Vietnam does not improve fully economic environment such as infrastructure, traffic 
conditions, gas and water supplies, electric power generation and supplies, and government 
administrative system. In the second inflation becomes worse rapidly and attacks many aspects of the 
daily life of the people. Thirdly local companies of Vietnam can not catch up advanced manufacturing 
technology of developed countries and does not fully attain economic advance in industry and 
agriculture. Now they are in the face of economic crossroad. It is a key matter how to join foreign 
transnational corporations（TNC）and local companies（LC）. It names TNC-LC Linkage.








































































万人（2010 年）、GDP 756 億ドル、うち一人あたり GDP 833 ドル（2007 年）で、その中で二
大中心都市であるハノイ（656 万人、GDP 7.5%、一人あたり GDP 2,043 ドル）とホーチミン
市（旧サイゴン）（740 万人、GDP 8.5%、一人あたり GDP 2,249 ドル）は突出した地位にある。
工業化も両市を中心にしてその周辺に広く展開されていて、総額 1,100 億ドルの工業生産額









る（第 1図）。次に開放経済下での経済実態だが、貿易は 2011 年には輸出 963 億ドル（前年比


























































傾向は 21 世紀に入って続いているが、その入超幅は 2007 年以後、100 億ドル以上で推移して
きている（第 2図）。その内訳を調べてみると、主要な輸出品目は縫製品（140 億ドル）、原油（72










ではアメリカ（167 億ドル）、EU（166 億ドル）、ASEAN（136 億ドル）、中国（108 億ドル）、
日本（107 億ドル）が中心で、先進国と近隣国に主眼が置かれている。他方、輸入は中国（246














































トック）でみると 2011 年 1,979 億ドル―ただし許可額であって、実績ではない。これは、ベ
トナム政府が外資に投資可能な最大許可額を示したもので、外資は実際にはこれよりも数段少
ない実行額にとどまっていることが通例―で、その内容はシンガポール（240 億ドル）、韓国
（240 億ドル）、日本（236 億ドル）、台湾（235 億ドル）で、次にタックスヘイブンの英領バー
ジン諸島（150 億ドル）とケイマン諸島（75 億ドル）がきて、アメリカは 117 億ドルと、これ
らよりも少ない（第 3図）。タックスヘイブン所在の外資の本籍地―アメリカの統計上では






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国 3,112 件、日本 1,669 件、台湾 2,219 件、シンガポール 990 件となっている。つまり、シン
ガポールだけは比較的大規模（一件当たりの平均では2,424万ドル）な投資が多く、日本（同1,414
万ドル）と台湾（同 1,059 万ドル）はそれよりも少なく、韓国（同 771 万ドル）はさらに少な
い数字を示している。このことは、日本、台湾、韓国などは比較的中小規模の投資を数多くお
こなっていることを示しており、低価格帯の大衆消費財や部品の組立・加工に主力を置いてい
ることがわかる。他方、年々のフローベースでみると、最盛期は 2008 年で、717 億ドル（許可
額）―ただし実行額は 115 億ドル―と 1,557 件で、その後は 2009 年は許可額 231 億ドル、実
行額 100 億ドル、1,208 件、さらに 2010 年、2011 年とさらに減少している（同じく第 3図）。
こうみてくると、圧倒的にアジアの近隣諸国―先行の市場経済諸国―がベトナムへの進出の中
心を構成しているが、この二年ほどは純流入額はやや減少してきている状況である。
ところで、この中での日本企業の動向だが、最盛期は 2010 年で、20 億ドル（許可額）、114 件、
次いで 2011 年は 19 億ドル（同じく許可額）、208 件と、目下猛ラッシュをかけている。その内
訳は、進出形態で見ると、工場が 625 社で、ホーチミン市（125 社）とハノイ（120 社）をそ
れぞれ中核にして、南部 328 社、北部 256 社に集中している。次いで工場以外での現地法人本
社は 351 社で、それはホーチミン市 204 社、ハノイ 126 社となっていて、前者の比率が高い。
さらにこの現地法人の支店・駐在員事務所は 251 拠点で、ホーチミン市 101 拠点、ハノイ 83
拠点にこれまた集中している。現地法人ではない海外企業からのベトナムでの支店・駐在員事












さらにこれを業種別にみると、電機・電子 180、運輸・倉庫 158、不動産・建設関係 157、流














































































































































































































用（第 7図）であるが、作業に従事する労働者（ワーカー）の賃金はベトナムは年 2,196 ドルで、
マレーシア（6,340 ドル）、中国（5,765 ドル）、タイ（5,662 ドル）はおろか、インド（4,495 ド
ル）、フィリピン（4,048 ドル）、インドネシア（3,980 ドル）よりも低く、このベトナムよりも







ボジア（7.27 倍）、バングラデシュ（8.35 倍）、ミャンマー（7.43 倍）に比べると、その差は小
さいが、上位にあるマレーシア（4.89 倍）やタイ（4.71 倍）に比べると大きい。なおここで異













系企業 33.5%、在インドネシア日系企業 34.4%、在マレーシア日系企業 34.6%で、一様に三分
の一ほどを構成していて、横並び状態である。在ベトナム日系企業もその中に入っている。た
だし在フィリピン日系企業だけは 49.8%と例外的に極めて高い構成を示している。反面、現地



























































































ベトナムの場合は 1,000 ドルから 5,000 ドルまでのところに大勢が分布している。もちろん、
全体的には小売り販売額は年々増加してきていて、2011 年には 960 億ドルにまで達している。




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ 本稿は 2011 年度国際地域研究所重点プロジェクト「日米中トライアングルの国際政治経済
構造 ― 膨張する中国と日本 ―」の研究成果の一部である。）

